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解体工事特記仕様書１

特記 仕様書

車 庫

埼玉県電子納品運用ガイ ド ラ イ ンの適用 <1. 2. 3>

　 ・ 対象外
注　 工事写真は、 着工前、 各工程における 作業状況、 解体材の分別状況、 完了時につ
　 いて、 「 埼玉県建築工事写真作成要領」 を参考に監督員と 協議し 、 監督員の指示に
　 よ り 撮影する 。
注　 電子データ を 用いた検査に必要な機器は、 検査員の意向を勘案し 監督員と 協議し

６  施工管理 ※現場代理人は現場に常駐し 、 現場の運営、 取締り を行う 。 <1. 3. 1>

下記以外は監督員と 協議する 。
・ 建設発生木材仮置場　 　 　 　 （ ※図示　 　 ・ 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ）
・ 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 （ ※図示　 　 ・ 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ）

　 ※対象（ 建築・ 設備工事電子納品写真作成要領によ る 。 CD-R又はDVD-Rを１ 部提出）

　 準備する 。

㎡

棟 　 名 　 称 　 ・ 　 構 　 　 造 　 ・ 　 階　 　 数 　 　 建 築 面 積 　 　 延 べ 面 積

㎡

㎡合 　 　 計 ㎡

（ ２ ） 本特記仕様書の表記
１ ） 項目は、 番号に○印のついたも のを 適用する 。
２ ） 特記事項は、 ・ 印のついたも のを適用する 。 　
　 ・ 印の付かない場合は、 ※印の付いたも のを 適用する 。
　 ・ 印と  ※ 印の付いた場合は、 共に適用する 。
　 ・ 印と  ※ の場合は、 ・ のみを適用する 。
３ ） 特記事項に記載の｛ 　 ． 　 ． ｝ 内の表示記号は、 「 埼玉県建築工事特別共通仕様書」 の当該項目を 示す。
４ ） 特記事項に記載の <　 ． 　 ． > 内の表示記号は、 「 建築物解体工事共通仕様書」 の当該項目を示す。
５ ） 特記事項に記載の［ 　 ． 　 ． ］ 内の表示記号は、 「 公共建築改修工事標準仕様書」 の当該項目を 示す。
６ ） 特記事項に記載の（ 　 ． 　 ． ） 内の表示記号は、 「 公共建築工事標準仕様書」 の当該項目を 示す。
７ ） 注は標準仕様書記載事項で、 注意すべき も のを 示す。

１  適用基準等

10 引き 渡し を 要する も の <1. 3. 10>引き 渡し を 要する も の

　 　 　 名　 称　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 仕様等　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 備　 考

11 近隣に対する 周知 <1. 3. 6>・ 工事に先立ち、 監督員と 打ち合わせの上、 住民及び関係自治会等に対し て
　 工事説明会を 開催する 。
・ 工事に先立ち、 「 工事のお知ら せ」 等を配布し 、 周知する 。
・ 　

12 施工数量調査 調査範囲及び調査方法　 ※図示によ る （ 　 　 　 　 　 ） 　 　 ・ 　

13 技能士 適用する 　 （ ・ と び作業　 ・ 　 　 　 　 　 　 ）

14 完成図等

埼玉県電子納品運用ガイ ド ラ イ ン の適用

　 ・ 対象外
写真アルバムの提出　 　 ・ 行う （ 　 部） 　 　 ※行わない

{ 1. 6. 2}

16 施設CADデータ の更新 行う

15 完成写真

17 現場管理 別途関連工事がある 場合、 その施工者と 綿密な連絡を と り 、 全工事に支障のないよ う
施工する こ と 。

18 施工計画書の提出 工事着手前に施工計画書を作成し 、 「 分別解体等の計画等」 を
添付し て監督員の承諾を 受ける こ と 。

<1. 2. 2>

<1. 1. 3>19 建築物除却届の提出 工事着手に先立ち、 建築基準法第１ ５ 条第１ 項の規定によ る
「 建築物除却届」 を 作成し 、 監督員に提出する こ と 。

20 再資源化等 「 建設リ サイ ク ル法」 、 「 彩の国建設リ サイ ク ル実施指針」 、
「 建設副産物の手引き 」 等を 遵守し 、 建設廃棄物の再資源化等を推進する こ と 。

<1. 3. 9>

21 再資源化等完了の
　  報告と 記録

廃棄物の再資源化等が完了し たと き は、 建設リ サイ ク ル法第１ ８ 条第１ 項の規定によ
り 、 監督員に書面で報告する と と も に、 再資源化等の実施状況に関し て記録を作成し
保存する こ と 。 なお、 塩ビラ イ ニング鋼管は継ぎ手リ サイ ク ル依頼伝票を、 塩ビ 管は
購入証明書を提出する こ と 。

22 廃棄物の処理 ※「 廃棄物の処理及び清掃に関する 法律( 廃棄物処理法) 」 を遵守し 、 マニフ ェ ス ト
　 シス テム によ り 適正に処理する こ と 。
※過積載等の違法運行の防止を図る と と も に、 道路交通法遵守を下請業者に徹底する
　 こ と 。

23 環境・ 安全対策 ※工事着手前に付近の状況を調査し 、 環境保全なら びに安全対策に配慮し 、 工事を
　 行う こ と 。
※工事の施工にあたり 、 騒音、 振動、 ほこ り の発生、 土壌汚染、 排水汚染などがない
　 よ う 、 万全の対策を講じ る こ と 。

24 振動、 騒音測定 ※行う 　 ・ 振動測定のみ行う

　 　 仕様については監督員と 協議の上決定する こ と 。
近隣住民への表示　 ※大型表示板で測定期間中表示　 ・ 行わない

25 隣接建物等調査　

※工事施工中、 近隣（ 近隣住民・ 通行人・ 工作物・ 植裁・ 道路・ 建築物等） に損害を
　 与えた場合には、 受注者の責任において、 損害の補償又は現状に復旧する も のと
　 する 。

※専門業者によ る 周辺家屋の事前、 事後調査を行う 。 調査に当たっ ては当該関係者の
　 立ち会いを求める と 共に、 調査し た内容については当該関係者の承諾を受ける こ と 。
※損傷箇所の測定、 写真撮影、 ス ケッ チ、 調査図等の作成を行い資料を ２ 部提出する
　 こ と 。

※調査対象　 　 解体工事前　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 件
　 　 　 　 　 　 　 解体工事後　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 件

※受注者の過失によ り 近隣等に損害が生じ た場合は受注者の責任に置いて現状復旧
　 する こ と 。

　 工事施工中、 監督員の指定し た場所に常設し て行う 。 　 　 　 　 　 箇所
　 工事中の内容や状況に応じ て測定を 行う 。 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 箇所

　 調査方法については、 「 ８  周辺建築物等調査」 によ る

９  環境保全等 建設機械 <1. 3. 9>
※建設機械は、 原則と し て、 排出ガス 対策型、 低騒音型、 低振動型を使用する 。

解体工事の通知書の提出等２  官公署その他への
　  届出手続き 等

<1. 1. 3>

　 　 と いう 。 ） 第１ １ 条の規定によ る 通知書を作成し 、 監督員に提出する こ と 。
　 ※上記通知書の各事項（ 変更がある 場合は、 変更後の内容） について、 下請業者に
　 　 周知徹底する こ と 。

再資源化等完了の報告と 記録
　 ※廃棄物の再資源化等が完了し たと き は、 建設リ サイ ク ル法第１ ８ 条第１ 項の規定
　 　 によ り 、 監督員に書面で報告する と と も に、 再資源化等の実施状況に関し て記録
　 　 を作成し 、 保存する こ と 。

その他の届出手続等
　 ※その他、 関係官公署その他の関係機関への必要な届出手続等を遅滞なく 行う 。

３  条件明示事項

　 ※「 建設工事に係る 資材の再資源化等に関する 法律」 （ 以下、 「 建設リ サイ ク ル法」

{ 1. 1. 3}保険の種類

　 ※建設工事保険等 ( 工事目的物及び工事材料等を 対象と する も の)

保険の期間　 ※工事完成期日後１ ４ 日を含む期間　 　 ・ 　

　 ※法定外の労災保険 ( 工事に従事する 者( 全ての下請負人を 含む) の業務上の負傷等を 対象と する も の)

４  工事実績情報の登録 { 1. 1. 8} <1. 1. 4>行う

受注者は工事に伴う 道路占用許可、 環境( 騒音、 振動、 ほこ り 等) 対策に
係る 諸申請等関係法令に照ら し 、 必要と 思われる 手続を行い、 工事を遅滞なく 完了
さ せる こ と 。

<1. 1. 13>

建設業法第40条及び建設リ サイ ク ル法第33条に規定する 標識を 掲示する こ と 。
公共工事現場へのコ ス ト 表示実施要領（ H16. 9技管） によ り 、 請負金額等を 表示する 。

{ 1. 1. 12}

監督員の指示を 受けた既存樹木等については、 保護を 行う 。

県内業者の活用
※各種下請業者については、 優先的に県内業者を 選定する こ と 。
※下請け業者に解体工事業者を選定する 場合は、 所定の建設業許可又は埼玉県知事に
　 よ る 解体工事業の登録し ている 者を 選定する こ と 。

受注者は、 建設廃棄物の再資源化等を 適切に行う よ う 下請業者を指導する こ と 。

他の同時期の工事と 連携や協調を 取る こ と 。
工事に伴い必要な諸官庁署への手続き ・ 届出・ 申請は本工事に含む。  

１  騒音・ 粉じ ん等の対策

設置範囲及び高さ

※作業に先立ち、 散水・ 養生等を 十分に行う こ と 。

騒音・ 粉じ ん等の対策
　 ※防音パネル　 ・ 防音シート 　 ・ 　

　 ※図示　 ・ 　

<2. 2. 1>

<2. 2. 2>２  足場その他

足場の組立、 解体、 変更の作業時及び使用時には、 常時、 すべての作業床について手
すり 、 中さ ん及び幅木の機能を有する も のを 設置し なければなら ない。
なお、 設置においては、 「 手すり 先行工法によ る 足場の組立て等に関する 基準」 にお

墜落制止用器具の使用は、 「 墜落制止用器具の安全な使用に関する ガイ ド ラ イ ン 」
( 厚生労働省 H30. 6. 22) によ る 。
 ・ フ ルハーネス 型墜落制止用器具を用いる 。

　  区域等
本工事場所は以下の区域等に指定等さ れている ため、 施工計画の作成
及び施工に当たっては関係法令等の遵守に十分注意する 。

<1. 1. 12、 13>26 施工に注意を 要する

27 関係法令等の遵守

28 標識の提示

29 既存樹木の保存

30 下請業者の選定

31 下請業者の指導

32 その他

　 ※対象（ 建築・ 設備工事電子納品写真作成要領によ る 。 CD-R又はDVD-Rを１ 部提出）

　 ・ 周知の埋蔵文化財包蔵地　 　 ・ 史跡名勝天然記念物　 ・ 　

　 ※請負業者賠償責任保険等　 　 ・ 　

契約工期 契 　 　 約 　 　 日か ら 令和　 年　 月　 日ま で

現場代理人の 現場への 常駐を 要し な い 期間　

現場施工期間

現場施工に 着手する ま で

主任技術者又は監理技術者の 専任を 要し な い 期間　 現場施工に 着手する ま で

令和　 年　 月　 日か ら 令和　 年　 月　 日ま で

た だ し 、 仮設工事等は 施設と の 協議に よ る

なお、 新たな版が出版さ れ、 当該基準によ り がたい場合は、 監督員と 協議し 、 適用する 基準等を 決定する 。

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 （ 埼玉県建築工事図面情報電子化媒体作成要領によ る ）
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 CADデータ の形式　 　 ※SXF( sf c) 　 　 ・ DXF
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 verについては監督員と 協議する 。

完成図（ 電子化媒体） 　 　 ※CD-R又はDVD-R， １ 部

（ １ ） 質問回答書、 本特記仕様書及び図面に記載さ れていない事項は、 すべて埼玉県建築工事特別共通仕様書、
国土交通省大臣官房官庁営繕部監修「 建築物解体工事共通仕様書( 令和４ 年版) 」 によ り 、 こ れら 共通仕様書に
記載さ れていない事項は、 国土交通省大臣官房官庁営繕部監修「 公共建築工事標準仕様書（ 令和４ 年版） ｣
及び「 公共建築改修工事標準仕様書（ 令和４ 年版） によ る 。

<1. 5. 1>

{ 1. 3. 3} <1. 6. 2>

{ 1. 6. 1、 3}

５  工事の記録等

２  再資源化等
　 （ 再資源化及び縮減）

<4. 4. 1>

・ コ ン ク リ ート

　 建設資材

・ 木材

・ アス ファ ルト コ ン ク リ ート

・ 金属類

・ 建設泥土

・ 小形二次電池

・ 蛍光ラ ン プ及びＨ Ｉ Ｄ ラ ンプ

・ ガラ ス

・ 木材（ 縮減）

・ コ ン ク リ ート 及び鉄から 成る

　 　 建設廃棄物の種類 備考

中間処理施設又は再資源化施設の別
　 ・ 監督員と 協議　 　 ・ 　

　  利用する 建設廃棄物
<4. 4. 1>

　 数　 量 　 　 　 　 備　 考廃棄物の種類

　  制度の活用
<4. 4. 2>

廃棄物の種類 備　 考

<4. 4. 3>
廃棄物の種類 備　 考

最終処分場
　 ・ 監督員と 協議　 　 ・ 　 　

　  建設廃棄物
<4. 5. 1>

・ 石綿含有せっ こ う ボード

・ ひ素・ カド ミ ウ ム 含有せっこ う ボード

・ 上記以外のせっこ う ボード

・ Ｃ Ｃ Ａ 処理木材

・ 　

廃棄物の種類 備　 考

廃棄物の処理
　 ・ 監督員と 協議　 　 ・ 　

　  する 濁水の処理
（ 濁水の処理）
中間処理施設を選定する 場合には事前に監督員の承諾を得る も のと する 。
種類　 　 　 汚泥

（ 共通事項）
1　 受注者は、 舗装版切断作業を行いながら 濁水を可能な限り 回収し 、 作業後速やか
　  に回収し た濁水を 産業廃棄物の汚泥と し て中間処理施設に運搬及び処理する も のと する
2　 受注者は、 汚泥の中間処理業の許可を受けている 業者と 産業廃棄物処分委託契約
　  を締結し なければなら ないも のと する 。
3　 受注者は、 自ら 運搬を 行う 場合を除き 、 汚泥の収集運搬業の許可を受けている 業
　  者と 産業廃棄物収集運搬委託契約を 締結し なければなら ないも のと する 。
4　 受注者は、 濁水の処理に関する 履行について、 廃棄物の処理及び清掃に関する 法
　  律において定める 産業廃棄物管理票（ 以下「 ﾏﾆｭﾌｪｽﾄ」 と いう 。 ) によ り 管理する
　  も のと する 。
（ 提出書類等）
1　 受注者は、 施工計画書において、 濁水の回収、 運搬及び処理に関する 方法を定め
　  なければなら ないも のと する 。 ま た、 中間処理業者及び収集運搬業者と 締結し た
　  委託契約書の写し 及び許可証の写し を添付する こ と 。
2　 受注者は、 工事完成後速やかにﾏﾆｭﾌｪｽﾄの写し を 監督員に提出し なければなら な
　  いも のと する 。

( その他）
受注者は、 バキュ ーム 式以外の工法（ 舗装版切断時に濁水を生じ ない等） を使用す
る 場合においては、 事前に発注者と 協議する も のと する 。

１  施工調査 ※特別管理産業廃棄物の調査を 次によ り 行う 。 <5. 1. 2>
　 ( １ ) 特別管理産業廃棄物の使用状況について、 設計図書及び目視によ り 製造所名、
　 　 　 製造年、 型式、 種類、 数量等を 調査する 。
　 ( ２ ) 特別管理産業廃棄物に応じ た、 収集運搬業者、 処分業者、 回収業者、 産業廃棄
　 　 　 物処理施設、 処分条件等を 調査する 。
　 ( ３ ) 調査結果は調書にと り ま と め、 監督員に提出する 。

２  分析調査 <5. 1. 2>

　 分析調査（ 第一次判定）

・ PCB 含有シーリ ング

・ PCB 含有シーリ ング

　 分析調査（ 第二次判定）

・ 　

・ 　

産業廃棄物等の種類
分析調査を行う 特別管理

部　 位　 ・ 図示　 ・ 　

箇所数： 　 　 箇所

部　 位　 ・ 図示　 ・ 　

箇所数： 　 　 箇所

部　 位　 ・ 図示　 ・ 　

箇所数： 　 　 箇所

部　 位　 ・ 図示　 ・ 　

箇所数： 　 　 箇所

備　 考採取する 部位・ 箇所数

・ PCB含有シーリ ング分析調査
　 ・ 監督員と 協議　 　 ・ 　

<5. 4. 1>

<5. 4. 1>・ PCBを含む機器の微量PCBの分析調査
　 ・ 　

・ 絶縁油のPCB含有量の分析調査

　 　 （ 平成4年7月3日厚生省告示第192号） 」 又は「 絶縁油中の微量Ｐ Ｃ Ｂ に関する
　 　 簡易測定法マニュ アル（ 環境省） 」 によ り 行う 。

・ ダイ オキシン類のサンプリ ング調査
　 　 「 廃棄物焼却施設内作業における ダイ オキシン 類暴露防止対策要綱
　 　 （ 平成13年4月25日付基発第401号） 」 によ り 行う 。

<5. 4. 1>

３  再資源化し 、 現場で

４  産業廃棄物広域認定

５  最終処分

６  処理に注意を 要する

７  舗装版切断時に発生

・ 硬質ﾎ゚ ﾘ塩化ﾋﾞ ﾆﾙ管及び継手

　 　 「 特別管理一般廃棄物及び特別管理産業廃棄物に係る 基準の検定方法

　  　 （ 1）  500ｍ 3以上の建設発生土を 搬出する 工事
　 　  （ 2）  アス フ ァ ルト ・ コ ンク リ ート 塊、 コ ンク リ ート 塊、 及び建設発生木材の
　 　 　 　  　 合計で200ｔ 以上搬出する 工事
　 　  （ 3）  最終工事請負金額が100万円以上の工事
　 　 　 　 　 （ 計画書については、 当初工事請負金額が100万円以上の工事）

１  浄化槽・ 排水槽等 汚水、 汚物等の回収、 洗浄、 消毒等の措置 <3. 2. 1>
　 ・ 行う 　 　 　 ・ 行わない

２  杭の解体 杭の解体工法 <3. 9. 2>

１  一般事項 { 1. 1. 13}
※受注者は、 「 資源の有効な利用の促進に関する 法律（ 資源有効利用促進法） 」 等に
　 基づき 、 次の対象工事について、 工事着手前に本工事に係る 「 再生資源利用[ 促進]
　 計画書」 及び「 工事登録証明書」 を建設副産物情報交換シス テム （ Ｃ Ｏ Ｂ Ｒ Ｉ Ｓ ）
　 によ り 作成し 、 施工計画書に含め各１ 部提出する 。
　 ま た、 工事完成後速やかに計画の実施状況（ 実績） について、 「 再生資源利用[ 促
　 進] 実施書」 及び「 工事登録証明書」 を同シス テム によ り 作成し 、 各１ 部提出する と
　 と も に、 こ れら の記録を 保存する 。

 （ a） 再生資源利用計画書( 実施書) の作成対象工事( 下記のいずれかに該当する 工事）

　 　  （ 2）  500ｔ 以上の砕石を 搬入する 工事
　 　  （ 3）  200ｔ 以上の加熱アス フ ァ ルト 混合物を搬入する 工事
　 　  （ 4）  最終工事請負金額が100万円以上の工事
　 　 　 　 　 （ 計画書については、 当初工事請負金額が100万円以上の工事）

 （ b） 再生資源利用促進計画書( 実施書) の作成対象工事( 下記のいずれかに該当する
　 　 　 工事)

７  解体後の整地
　 ・ 行う
　 　 　 　 整地高さ
　 　 　 　 　 ・ 現状Ｇ Ｌ 　 　 ・ 図示
　 　 　 　 埋戻し 及び盛土の材料

　 　 　 　 　 　 埋戻し 及び盛土に当たっては、 各層30cm程度毎に締め固める こ と 。
　 ・ 行わない

<3. 13. 1>

　 　 　 　 　 ・ 山砂の類　 ・ 現場の建設発生土の中の良質土　 ・ 再生コ ンク リ ート 砂

表層の砂利敷き ( 22. 9. 2)

解体後の埋戻し 及び盛土

　 ※行わない
　 ・ 行う （ ・ 砂利敷き 　 B種　 　 ・ 　 　 　 　 　 　 　 　 )

８  解体後の柵の設置

９  解体工事全般

する （ 解体後、 監督員の指示に従い、 敷地内に進入でき ないよ う 柵、 立入禁止の
　 　 　 表示板等を 設置する 。 ）

・ 工事の施工にあたり 、 騒音・ 振動については万全の対策を講じ る こ と 。
・ コ ンク リ ート ガラ 運搬については、 現地破砕を 削減し 、 なる べく 大ガラ にて運搬し
　 処理施設にて受入れる 廃棄規模に応じ 破砕等を 行う こ と 。
・ 　

　 ・ 破砕工法
杭撤去跡の充填
　 充填材料　 　 ・ 山砂　 ・ 流動化処理土　 ・ セメ ント ミ ルク 　 ・ 　

　 ・ 冷媒を回収し た後撤去を行う 機器は下記によ る 。

　 　 　 　 　 図 面 番 号 　 　 　 　 　 　 記　 号

解体事前処理（ 冷媒）

　 　 　 　 　 図 面 番 号 　 　 　 　 　 　 記　 号

　 ・ 冷媒を屋外機にポンプダウ ンし た撤去を 行う 機器は下記によ る 。

３  屋外設備等 電柱の撤去　 ・ 行う （ ※図示　 ・ 　 　 ） 　 ・ 行わない
外灯の撤去　 ・ 行う （ ※図示　 ・ 　 　 ） 　 ・ 行わない
フ ェ ンス 等工作物の撤去　 ・ 行う （ ※図示　 ・ 　 　 ） 　 ・ 行わない  

<3. 10. 1>

<3. 11. 1>４  樹木等 樹木の伐採伐根及び移植
　 ※図示　 ・ 　 　 　

５  地下埋設物・ 埋設配管 ※図示　 ・ 　 　 <3. 12. 1>
埋設管の処置
　 ※地中埋設管( 給水、 排水、 ガス 等) については、 監督員の指示によ る 。
　 ※プラ グ止等の措置をする 　 ・ 全て撤去する
　 ※官公庁への申請手続き は本工事の範囲と する 。

６  設備機器等 解体事前処理（ 油類タ ンク ）
　 ・ 機械設備図によ る 。
　 ・ 解体に先立ち、 燃料配管、 燃料槽、 燃料小出槽等に残油がないこ と を 確認する 。
　 　 必要に応じ て残油を抜き 取り 、 燃料を土壌に流失さ せないよ う に注意する 。
　 ・ 燃料槽、 燃料小出槽は、 洗浄のう え中和処理を行う 。

　 ・ 引抜き 工法（ 引抜いた杭の処理　 ※現場破砕　 ・ 破砕施設搬入　 ・ 図示） 　

建設発生土について
　 ・ 場内敷均し
　 ・ 他現場へ搬出（ 　 　 　 　 　 　 ）

　  　 （ 1）  500ｍ 3以上の土砂を搬入する 工事

<2. 3. 1>５  監督員事務所等 ・ 設置する 　 　 ※設置し ない（ 下記備品のみ用意する ）
規模　 ・ 既存建物内の一部を使用　 　 ・ 構内に新設（ 　 　 　 ㎡程度）
備品（ 　 　 名分相当）

　 ・ 冷暖房機器　 ・ 消火器　 ・ 湯沸器　 ・ 茶器　 ・ 掃除用具　 ・ 電話機
　 ・ Ｆ Ａ Ｘ 　 ・ 電子メ ール通信機器　 ・ ス キャ ナー　 ・ プリ ンタ ー　

６  仮設物 <2. 3. 1>仮設物の位置・ 仕様・ 車両の進入方法等、 施設内の車両の通行路について、
施工前に必ず監督員、 施設管理者と 協議する こ と 。  

７  山留めの撤去 山留めの存置　 　 ・ あり （ 図示） 　 ※なし
鋼矢板等の抜き 跡の処理　 　 ※図示　 ・ 　

<2. 4. 3>

８  工事用水 構内既存の施設　 　 ※利用でき ない　 　 ・ 利用でき る （ ※有償　 ・ 無償）

９  工事用電力 構内既存の施設　 　 ※利用でき ない　 　 ・ 利用でき る （ ※有償　 ・ 無償）

10 火元責任者 火災防止に配慮し 、 火元責任者を配する こ と 。  

11 交通誘導員 ・ 必要に応じ 搬入路付近に交通誘導員を 配置する 。
・ 図示によ る

12 快適ト イ レ 仕様　 　 ※図示　 　

13 その他 ・ 仮囲い等は現場の状況に合わせて適宜計画する こ と 。
・ ゲート 等の位置は監督員と 協議のう え、 必要に応じ て適切な位置に移動する こ と 。
・ 仮設材の位置・ 仕様・ 車両の通行路と 進入方法等について、 施工前に必ず監督員と
　 協議する こ と 。
・ 近隣や施設の行事予定を 把握し 、 工事車両の入場計画を 立てる こ と 。

　 ・ 保護帽　 ・ 懐中電灯　 ・ 墜落制止用器具　 ・ 軍手　 ・ 衣類ロ ッ カー　
　 ・ 机　 ・ 椅子　 ・ 書棚　 ・ 黒板　 ・ 掛時計　 ・ 寒暖計　 ・ 長靴　 ・ 雨合羽　

３  仮囲い等 <2. 2. 2>
図示の有無に関わら ず、 監督員と 協議の上、 必要に応じ 適切に配置し 的確に対応する
こ と 。  

※図示　 　 ・ 　

４  工事概要案内板 設置する <2. 3. 1>

・ 建設工事公衆災害防止対策要綱（ 建築工事編） （ 令和元年9月2日適用）
・ 埼玉県建築工事に伴う 災害、 公害及び事故防止対策要領（ 令和2年4月1日改定）
・ 建設副産物の手引き （ 埼玉県建設副産物対策協議会） （ 令和5年1月改訂）
・ 建設副産物適正処理推進要綱（ 平成14年5月30日改正）
・ 建設工事に伴う 騒音振動対策技術指針（ 平成29年4月1日改正）
・ 埼玉県建築工事実務要覧（ 令和5年版）
・ 地盤変動影響調査算定要領（ 令和5年4月1日適用）

足場を 設ける 場合、 「 「 手すり 先行工法等に関する ガイ ド ラ イ ン」 について」 （ 厚生労
働省 令和５ 年１ ２ 月） の「 手すり 先行工法等に関する ガイ ド ラ イ ン」 によ る も のと し 、

ける ２ の（ 1） 手すり 据置方式又は（ 2） 手すり 先行専用足場方式によ り 行う こ と 。

適用する７  電気保安技術者

８  施工条件 施工時間
※行政機関の休日に関する 法律（ S63第91号） に定める 行政機関の休日以外と する 。
　 ただし 、 監督員の承諾を受けた場合はこ の限り でない。
・ 以下の期間を除いた現場閉所日数の割合が28. 5%( 8日/28日) 以上である こ と 。
　 年末年始6日間、 夏季休暇3日間、 工場製作のみの期間、 工事全体の一時中止期間
　 指定期間（ 　 　 　 　 　 　 　 　 ）

( 1. 3. 5) <1. 3. 5>

{ 1. 3. 2} <1. 3. 3>

・ 公告に別に添付する ＜埼玉県営繕工事における 「 週休２ 日制モデル工事」 特記
　 仕様書＞も 参照のこ と 幅が1メ ート ル以上の箇所において足場を 使用する と き は、 原則と し て本足場を

使用する （ 労働安全衛生規則第561条の2）

　 配合計画　 　 ※監督員と の協議によ る 　 ・ 　
杭位置の測量

　 ※行わない
　 ・ 行う （ 測量する 杭　 ・ 全て　 ・ 図示　 ・ 監督員と の協議によ る ）

用 途 地 域 　 市 街 化 調 整 区 域

埼 玉 県 新 座 市 道 場 1丁 目 2597番 3の 一 部

軽 量 鉄 骨 造 2

・ 場外搬出適切処理（ 搬出場所： 朝霞ﾘｻｲｸﾙｽﾃー ｼｮﾝ( 埼玉県朝霞市上内間木503-6) ) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ）
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新座市消防団第二分団車庫建替工事

解体工事特記仕様書２

　 ６ 　 天井に亀裂、 縁切れ、 雨漏り 等のシミ 等が発生し ている と き の調査は、 内壁の調査に準

　 ・ 監督員と 協議　 　 ・ 　

    事前調査
石綿含有建材の事前調査
　 工事着手に先立ち、 目視及び貸与する 設計図書等によ り 石綿を含有し ている 吹き 付
　 け材、 成形板、 建築材料等の使用の有無について調査し 、 監督員に報告する 。
　 　 調査範囲（ ・ 　 　 　 　 　 ・ 図示　 　 　 　 　 ）
　 　 貸与資料（ 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ）

２  石綿含有分析調査 分析によ る 石綿含有建材の調査
　 分析対象
　 　 アモサイ ト 、 ク リ ソ タ イ ル、 ク ロ シド ラ イ ト 、 アク チノ ラ イ ト 、
　 　 アンソ フ ィ ラ イ ト 、 ト レモラ イ ト

　 分析方法

材　 料　 名
定性分析方法 定量分析方法

JI S A 1481-1 JI S A 1481-2 J I S A 1481-3 J I S A 1481-4

・ ｱｽﾌｧﾙﾄ防水( 屋根) 　

・ 　

・ 　

　 ・ 　 　 箇所

　 ・ 　 　 箇所

　 ・ 　 　 箇所

サンプル数　 １ 箇所あたり ３ サンプル
吹付け材及び保温材等は　 　 ※　 １ ０ cm3　 /箇所　 　 　 ・ 　 　 　 　 /箇所　 と する 。
成形板は　 　 　 　 　 　 　 　 　 ※１ ０ ０ cm2　 /箇所　 　 　 ・ 　 　 　 　 /箇所　 と する 。
採取箇所　 　 ・ 図示　 　 ・ 　
分析結果については監督員に提出する こ と 。

　 ・ 　 　 箇所

　 ・ 　 　 箇所

　 ・ 　 　 箇所

　 ・ 　 　 箇所

　 ・ 　 　 箇所

　 ・ 　 　 箇所

３  石綿粉じ ん濃度測定 測定時期、 場所及び測定点

 

適　 　 用
測定時期 測定場所

( 処理作業室ご と )

測定点

ﾚﾍ゙ ﾙ1 ﾚﾍ゙ ﾙ2 ﾚﾍ゙ ﾙ3

測定

名称

測定１・※※  処理作業室内

 施工区画周辺又は敷地境界測定２・※※
 処理作業前

測定３・・・  処理作業室内

測定４・※  ｾｷｭﾘﾃｨ ｿーﾞ ﾝー入口

測定５
 集じ ん・ 排気装置の排出口
 ( 処理作業室外の場合)

※ ・ ・

測定６  施工区画周辺又は敷地境界※ ・ ・

 処理作業中

・ 各1点　 ・ ( 　 ) 点

・ 各1点　 ・ ( 　 ) 点

・ 4方向各1点　 ・ ( 　 ) 点

 ( 　 ) 点

測定７※ ※ ※  処理作業室内
・ ( 　 ) 点

８  リ フ ラ ク ト リ ー
 　 セラ ミ ッ ク フ ァ
 　 イ バーの処理

除去処理対象物　 ・ 　
　 除去対象範囲　 ・ 図示　 　 ・ 　
　 除去方法　 　 　 ・ 図示　 　 ・ 　
　 処分　 　 　 　 　 ・ 埋立処分（ 安定型最終処分場） 　 ・ 　

９  その他 ・ 近隣説明及び諸官庁への届出は受注者が行い、 事前に監督員と 協議をする こ と 。

１  施工調査

１  石綿含有建材の

<7. 1. 3>
分析調査を行う 特殊な

建設副産物の種類

採取する 部位・ 箇所数 備　 考

部　 位　 ・ 図示　 ・ 　

箇所数： 　 　 箇所

部　 位　 ・ 図示　 ・ 　

部　 位　 ・ 図示　 ・ 　

部　 位　 ・ 図示　 ・ 　

箇所数： 　 　 箇所

箇所数： 　 　 箇所

箇所数： 　 　 箇所

<7. 3. 1>２  回収及び処分

備　 考回収及び処分を行う 特殊な建設副産物の種類

回収又は処分
　 ・ 機械設備図によ る
　 ・ 　

・  フ ロ ン（ 冷媒）

・  建材用断熱材フ ロ ン

・  ハロ ン

・  イ オン化式感知器

・  六ふっ化硫黄（ SF6） ガス

・  特定化学物質（ 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ）

・  その他の特殊な建設副産物（ 　 　 　 　 　 ）

３  特別管理産業廃棄物
　  の処理

<5. 4. 1>

・ 廃石綿等

・ PCBを含む機器類

・ PCB含有シーリ ング材

・ 廃油

・ 廃酸/廃アルカリ

・ ダイ オキシン類

特別管理産業廃棄物の種類 備　 考

処理施設

４  PCBを含む機器類 引渡し を要する 機器類
　 ・ 　

<5. 4. 1>

５  PCB含有ｼー ﾘﾝｸﾞ 材 除去処理工事
　 除去範囲　 ※図示　 ・ 　
　 撤去方法　 ・ 「 標準施工要領書（ 日本シーリ ン グ工事業協同組合連合会／日本
　 　 　 　 　 　 　 シーリ ング材工業会） 」 によ る 。

<5. 4. 1>

<5. 4. 1>６  ダイ オキシン類 廃棄物の焼却施設の解体
　 解体方法
　 　 ・ 　
　 処分方法
　 　 ・ 　

　 ※　 　 箇所

　 ※　 　 箇所

　 ※　 　 箇所

さ いたま 市内で測定を 行う 場合は市条例を遵守し て実施する こ と 。

測定方法

・ ・ ・ 測定10  撤去後1週間以降)
 処理作業後( ｼー ﾄ

 施工区画周辺又は敷地境界

 処理作業室内

 ( 　 ) 点

 ( 　 ) 点測定９・・・

 
測定８  施工区画周辺又は敷地境界※ ※

 ( 隔離ｼー ﾄ撤去前)
 処理作業後

・ 各2点( ﾚﾍ゙ ﾙ3は各1点)

・  Ｐ Ｆ ＯＳ （ ﾍ゚ ﾙﾌﾙｵﾛ（ ｵｸﾀﾝ-1-ｽﾙﾎﾝ酸) ）

・ 4方向各1点　

<1. 4. 1>

<1. 4. 1>

・

<6. 1. 3>

 １ 　 周辺建築物等調査 （ 調査）

　 　 二　 コ ン ク リ ート 布基礎等に亀裂等が生じ ている と き は、 建物の外周について、 亀裂等の
　 　 　 発生箇所及び状況（ 最大幅及び長さ ） を 計測する 。
　 　 三　 基礎のモルタ ル塗り 部分に剥離又は浮き 上がり が生じ ている と き は、 発生箇所及び状
　 　 　 況（ 大き さ ） を計測する 。
　 　 四　 計測の単位は、 幅についてはミ リ メ ート ル、 長さ についてはセン チメ ート ルと する 。

　 　 二　 建物等ごと に実測によ る 間取り 平面及び立面

　 　 四　 その他第６ 条の調査書及び図面の作成に必要な事項

　 　 調査を行う も のと し 、 当該調査は、 原則と し て、 次の部位別に行う も のと する 。
　 　 一　 基礎
　 　 二　 軸部
　 　 三　 開口部
　 　 四　 床
　 　 五　 天井
　 　 六　 内壁
　 　 七　 外壁
　 　 八　 屋根
　 　 九　 水回り
　 　 十　 外構

　 　 三　 敷居の傾斜の計測位置は、 柱から １ メ ート ル離れた点と する 。
　 　 四　 計測の単位は、 ミ リ メ ート ルと する 。

　 　 二　 計測箇所は、 柱又は窓枠と 建具と の隙間と の最大値の点と する 。

　 　 　 のは、 その程度と 数量を調査する 。
　 　 四　 計測の単位はミ リ メ ート ルと する 。

　 　 二　 柱の傾斜の計測位置は、 直交する 二方向の床( 敷居) から １ メ ート ルの高さ の点と する 。

　 　 一　 えん甲板張り 等の居室（ 畳敷の居室を 除く 。 ） について、 気泡水準器で直交する 二方
　 　 　 向の傾斜を 計測する 。

　 　 　 況（ 最大幅、 長さ 又は大き さ ） を 計測する 。

　 　 四　 計測の単位は、 幅についてはミ リ メ ート ル、 長さ 及び大き さ についてはセンチメ ート
　 　 　 ルと する 。

　 　 じ て行う も のと する 。

　 　 一　 四方向の立面に生じ ている 亀裂等の数量、 形状等を ス ケッ チする と と も に、 一方向の

　 　 二　 計測の単位は、 幅について はミ リ メ ート ルと し 、 長さ についてはセン チメ ート ルと する 。

　 　 一　 仕上げ材ごと に、 その損傷の程度を 計測する 。
　 　 二　 計測の単位は、 原則と し て、 セン チメ ート ルと する 。 ただし 、 亀裂等の幅については
　 　 　 ミ リ メ ート ルと する 。

　 　 一　 浴槽、 台所、 洗面所等の床、 腰、 壁面のタ イ ル張り 等に亀裂、 剥離、 目地切れ等が生

　 　 　 の調査を 行う も のと する 。

　 　 二　 計測の単位は、 幅についてはミ リ メ ート ルと する 。

　 　 二　 計測の単位は、 幅についてはミ リ メ ート ル、 長さ についてはセン チメ ート ルと する 。
　 　 三　 亀裂が一壁面に多数発生し ている 場合にはその状態を ス ケ ッ チする と と も に、 壁面に

　 　 行う も のと する 。

（ 写真撮影）

　 　 箇所又はス ケッ チによ る こ と が適当と 認めら れる 箇所については、 ス ケッ チによ る こ と が
　 　 でき る も のと する 。

　 　 一　 調査区域位置図
　 　 二　 調査区域平面図
　 　 三　 建物等調査一覧表

　 第７ 条　 前条の調査書及び図面は、 次によ り 作成する も のと する 。
　 　 一　 調査区域位置図は、 工事の工区単位ごと に作成する も のと し 、 調査区域と 工事箇所を
　 　 　 併せて表示する 。 こ の場合の縮尺は、 5, 000分の1又は10, 000分の1程度と する 。

　 　 　 　 分けし 、 建物の外枠（ 外壁） を 着色する 。 こ の場合の構造別色分けは、 木造を 赤色、
　 　 　 　 非木造を 緑色と する 。

　 　 　 　 壁の亀裂等の損傷位置を 記入する 。

　 　 　 　 必要がある 場合に作成し 、 縮尺は100分の1又は10分の1程度と する 。 こ の場合において
　 　 　 　 写真撮影が困難であり 、 又は詳細（ ス ケッ チ） 図を 作成する こ と が適当である と 認め
　 　 　 　 たも のについては、 ス ケッ チによ る 調査図を作成する 。

　 　 　 じ て作成する 。

　 　 　 査単位ごと に次によ り 作成する 。

　 　 　 長さ 及び箇所数） を 記載する 。

（ 事後調査書等の作成）

２  調査対象範囲

※共同住宅の内部調査については、 各戸調査を行う
※「 外部」 の調査は、 足場等を設置せず、 地上から の目視によ り 行う 。

対象エリ ア及び建物リ ス ト 等　 ※図示によ る （ 　 　 　 　 　 　 ） 　 　 ・ 　

　 第１ 条　 建物等の調査は、 事前調査と 事後調査に区分し て行う も のと する 。
　 ２ 　 事前調査及び事後調査にあたっては、 原則と し て建物等の所有者及び所有権以外
　 　 の権利を 有する 者（ 以下「 所有者等」 と いう 。 ） の立会いのう え行い、 地盤変動影
　 　 響調査等仕様書で定める 様式に署名・ 押印を求める も のと する 。
　 ３ 　 前項の調査は、 情報通信技術その他の先端的な技術を活用し て行う こ と ができ る
　 　 も のと する 。
（ 事前調査における 一般的事項）
　 第２ 条　 事前調査の実施に当たっては、 調査区域内に存する 建物等につき 、 建物等の
　 　 所有者ご と に次の事項について調査を 行う も のと する 。
　 　 一　 建物の敷地ごと に建物等（ 工作物については主たる も の） の敷地内の位置関係

　 　 三　 建物等の所在及び地番並びに建築年月日並びに所有者の氏名及び住所

　 ２ 　 前項第三号の所有者の氏名及び住所が現地調査において確認でき ないと き は、 必
　 　 要に応じ て登記事項証明書を請求する 等の方法によ り 調査を 行う も のと する 。
（ 事前調査における 損傷調査）
　 第３ 条　 前条の一般的事項の調査が完了し たと き は、 当該建物等の既存の損傷箇所の

　 ２ 　 基礎についての調査は、 次によ り 行う も のと する 。
　 　 一　 建物の全体又は一部の傾斜若し く は沈下の状況を把握する ため、 原則と し て、 当該建
　 　 　 物基礎の四方向を 水準測量で計測する 。 こ の場合において、 事後調査の基準点と する た
　 　 　 め、 沈下等のおそれのない堅固な物件を 定め併せて計測を 行う 。

　 　 一　 原則と し て、 すべての傾斜の程度を 傾斜計で計測する 。

　 ４ 　 開口部（ 建具等） についての調査は、 次によ り 行う も のと する 。
　 　 一　 原則と し て、 当該建物で建付不良と なっている 数量調査を 行っ た後、 不良箇所すべて
　 　 　 を 計測する 。

　 　 三　 建具の開閉が滑ら かに行えないも の若し く は不能なも の又は施錠不良が生じ ている も

　 ５ 　 床についての調査は、 次によ り 行う も のと する 。

　 　 二　 床仕上げ材に亀裂、 縁切れ、 剥離又は破損が生じ ている と き は、 それら の箇所及び状

　 　 三　 束、 大引又は根太等床材に緩みが生じ ている と き は、 その程度を 調査する 。

　 ７ 　 内壁にちり 切れ（ 柱及び内法材と 壁と の分離） が発生し ている と き の調査は、 次によ り

　 　 一　 原則と し て、 すべてのちり 切れを 計測する 。

　 ８ 　 内壁に亀裂が発生し ている と き の調査は、 次によ り 行う も のと する 。
　 　 一　 原則と し て、 全ての亀裂の計測（ 最大幅、 長さ 及び分岐点幅） を する 。

　 　 　 雨漏り 等のシミ が生じ ている と き は、 その形状及び大き さ の調査を する 。
　 ９ 　 外壁に亀裂等が発生し ている と き の調査は、 次によ り 行う も のと する 。

　 ３ 　 軸部（ 柱及び敷居） についての調査は、 次によ り 行う も のと する 。

　 　 　 最大の亀裂から ２ か所程度を 計測する 。

　 １ ０ 　 屋根（ 庇、 雨樋を 含む。 ） に亀裂又は破損等が発生し ている と き の調査は、 当該建物
　 　 　 の屋根伏図を 作成し 、 次によ り 行う も のと する 。

　 １ １ 　 水回り （ 浴槽、 台所、 洗面所等） に亀裂、 破損、 漏水等が発生し ている と き の調査は、
　 　 　 次によ り 行う も のと する 。

　 　 　 じ ている と き の調査は、 全ての損傷について第８ 項に準じ て行う 。
　 　 二　 給水、 排水等の配管に緩み、 漏水等が生じ ている と き は、 その状況等を 調査する 。
　 １ ２ 　 外構（ テラ ス 、 コ ン ク リ ート 叩き 、 ベラ ンダ、 犬走り 、 池、 浄化槽、 門柱、 塀、 擁壁
　 　 　 等の屋外工作物） に損傷が発生し ている と き の調査は、 前１ １ 項に準じ て、 その状況等

　 　 二　 調査区域平面図は、 調査区域内の建物等の配置を 示す平面図で工事の工区単位又は調

　 　 　 イ 　 調査を 実施し た建物等については、 建物等調査一覧表で付し た調査番号及び建物番
　 　 　 　 号（ 同一所有者が２ 棟以上の建物を 所有し ている 場合） を 記載し 、 建物の構造別に色

　 　 　 ロ 　 縮尺は、 500分の1又は、 1, 000分の1程度と する 。
　 　 三　 建物等調査一覧表は、 工事の工区単位又は調査単位ごと に調査を実施し た建物につい
　 　 　 て調査番号、 建物番号の順に建物の所在地、 所有者及び建物の概要等必要な事項を記入
　 　 　 する 。 ま た、 工作物に損傷があっ た場合には、 建物に準じ て記入する 。
　 　 四　 建物の建物等調査図（ 平面図、 立面図等） は、 第２ 条及び第３ 条の事前調査の結果を
　 　 　 基に建物ごと に次によ り 作成する も のと する 。
　 　 　 イ 　 建物等平面図は、 縮尺100分の1で作成し 、 写真撮影を行っ た位置を 表示する と と も
　 　 　 　 に建物延べ面積及び各階別の面積並びにこ れら の計算式を 記入する 。
　 　 　 ロ 　 建物等立面図は、 縮尺100分の1によ り 、 原則と し て、 四面（ 東西南北） 作成し 、 外

　 　 　 ハ　 その他調査図（ 基礎伏図、 屋根伏図及び展開図） は、 発生し ている 損傷を 表示する

　 　 五　 工作物の建物等調査図（ 平面図、 立面図等） は、 損傷の状況及び程度によ り 前号に準

　 　 六　 損傷調査書は、 第２ 条及び第３ 条の事前調査の結果に基づき 、 建物等ごと に建物等の
　 　 　 所在地、 所有者名、 各室の名称、 各部仕上材、 写真番号及び損傷の状況等を 記載し て作
　 　 　 成する も のと する 。 なお、 写真番号については、 次号の写真番号と 合わせる も のと し 、
　 　 　 損傷の状況については、 事前調査欄に損傷の状況（ 亀裂、 沈下、 傾斜等） 及び程度（ 幅、

　 　 七　 写真台帳は、 写真番号、 撮影対象箇所及び損傷名を 記載し 、 整理する も のと する 。

　 第８ 条　 事後調査を 行っ たと き は、 第６ 条の調査書及び図面を 基に損傷箇所の変化及び新た
　 　 に発生し た損傷について、 事前調査ま での成果を基に、 第６ 条第一号及び第二号について
　 　 は異同を明示し 、 同条第三号から 第七号ま でについては事前調査成果を転記し 、 前条
　 　 に準じ て第６ 条各号の調査書及び図面を作成する も のと する 。

　 第４ 条　 前２ 条に規定する 事前調査に当たっては、 改ざん（ 修正、 書き 込み、 削除等） の
　 　 防止措置を 講じ たう えで写真撮影する も のと する 。 こ の場合において、 写真撮影が困難な

　 ２ 　 第２ 条の一般的事項の調査においては、 損傷の有無にかかわら ず、 原則と し て、
　 　 次の箇所を撮影する も のと する 。
　 　 一　 四方から の外部及び屋根
　 　 二　 各室
　 ３ 　 前条の損傷調査において計測する 箇所は、 撮影対象箇所を 指示棒等によ り 指示し 、
　 　 次の事項を明示し た黒板等と 同時に撮影する も のと する 。
　 　 一　 調査番号、 建物番号及び建物等所有者の氏名
　 　 二　 損傷名及び損傷の程度（ 計測）
　 　 三　 撮影年月日、 写真番号及び撮影対象箇所
（ 事後調査における 損傷調査）
　 第５ 条　 事前調査を 行った損傷箇所の変化及び工事によ っ て新たに発生し た損傷につい
　 　 ては、 その状態及び程度を 前３ 条（ 第１ ０ 条第２ 項を除く 。 ） の定める と こ ろによ り
　 　 調査する も のと する 。
　 ２ 　 第３ 条の事前調査の調査区域外であって、 事後調査の対象と なったも のについて
　 　 は、 同条の事前調査における 一般的事項に準じ た調査を 行っ た上で損傷箇所を調査
　 　 する も のと する 。
（ 事前調査書等の作成）
　 第６ 条　 事前調査を 行ったと き は、 次の調査書及び図面を 作成する も のと する 。

　 　 四　 建物等調査図（ 平面図・ 立面図等）
　 　 五　 建物等調査書
　 　 六　 損傷調査書
　 　 七　 写真台帳
（ 事前調査書及び図面）

 ３ 　 個人情報の保護 　 こ の契約によ る 業務を履行する ため個人情報を取り 扱う 場合は、 「 個人情報取扱特記
　 事項」 を遵守し なければなら ない。

　 施工する こ と 。
・ 基礎解体にあたっては、 解体後の新築等次工事の支持地盤を 荒ら さ ないよ う 慎重に

・ 工事中に破損し た存置構造物、 境界標等は必ず現状復旧する こ と 。

１  解体工事全般

・ 大型レ ッ カーを使用する 場合は、 必要な地耐力が得ら れる よ う 必要な養生を行う こ と 。

　 　 （ 地盤変動影響調査
　 　 　 算定要領によ る ）

 ﾒﾝﾌﾞ ﾚﾝﾌｨﾙﾀの直径( mm)

 試料の吸引流量( L/mi n)

 試料の吸引時間( mi n)

除去対象範囲　 ・ 図示　 ・ 　
除去の方法
　 ※[ 9. 1. 3] によ る 　 ・ 　
除去し た石綿含有吹付け材等の飛散防止
　  ※密封処理　  ※湿潤化　 ・ セメ ント 固化
除去し た石綿含有吹付け材等の処分
　 ・ 埋立処分（ 管理型最終処分場）
　 ・ 中間処理（ 溶融施設ま たは無害化処理施設）

<6. 3. 1～3>

５  石綿含有保温材等
 　 の除去( レベル２ )

除去の方法
　 ※[ 9. 1. 4] ( 2) ～( 5) によ る （ 原形のま ま 、 手ばら し が可能な場合）
　 　 除去対象範囲　 ・ 図示　 　 ・ 　
　 ・ [ 9. 1. 3] によ る （ 損傷、 劣化等で石綿粉塵を発散する おそれがある 場合）
　   除去対象範囲　 ・ 図示　 　 ・ 　
除去し た石綿含有保温材等の飛散防止
　 ※密封処理　 ※湿潤化　 ・ セメ ン ト 固化
除去し た石綿含有保温材の処分
　 ・ 埋立処分（ 管理型最終処分場）
　 ・ 中間処理（ 溶融施設ま たは無害化処理施設）

 　 除去（ レ ベル３ ）
除去対象範囲　 ・ 図示　 　 ・ 　
除去し た石綿含有成形板の処分
　 ・ 石綿含有せっ こ う ボード
　 　 　 ※埋立処分（ 管理型最終処分場）
　 ・ 石綿含有せっ こ う ボード を 除く 石綿含有成形板
　 　 　 ・ 埋立処分（ 安定型最終処分場）
　 　 　 ・ 中間処理（ 溶融施設ま たは無害化処理施設）

７  石綿含有建築用
 　 仕上塗材等の除去

除去対象範囲　 ・ 図示　 　 ・ 　
着工前の試験施工　 ・ 行う 　 ・ 行わない
除去工法（ 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ）
除去し た石綿含有建築用仕上塗材等の飛散防止
　 ※密封処理　 ※湿潤化　 ・ セメ ン ト 固化
除去し た石綿含有建築用仕上塗材等の処分
　 ・ 埋立処分（ 管理型最終処分場）
　 ・ 中間処理（ 溶融施設ま たは無害化処理施設）

 　 （ レ ベル３ ）

４  石綿含有吹付け材
 　 の除去( レベル１ )

６  石綿含有成形板等の

<6. 4. 1～3>

<6. 5. 1～3>

（ ﾘｱﾙﾀｲﾑﾌｧｲﾊ゙ ﾓーﾆﾀ ）ー 等、 排気の粉じ ん濃度を 迅速に計測でき る 機器にて測定

・ 各2又は3点　 ・ ( 　 ) 点

・ 各2点　 ・ ( 　 ) 点

・ 自動測定器によ る 測定
測定4, 5 ※ﾊ゚ ﾃーｨｸﾙｶｳﾝﾀ 、ー 粉じ ん相対温度計( ﾃ゙ ｼ゙ ﾀﾙ粉じ ん計) 、 繊維状粒子自動計測器

・ JI S K 3850-1に基づいた測定

測定4, 5

 25

5

30

測定

47

10

120

測定

 47

10

240

６
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件　 　 名

図面名称

縮　 　 尺
Ｄ Ａ Ｔ ＥＳ Ｉ Ｇ ＮＦ Ｉ Ｌ Ｅ

新座市消防団第二分団車庫建替工事

　 屋根

　 外壁

　 基礎立上り

　 建具

　 雨樋

　 屋根材表し

　 コ ン ク リ ート 打放し 仕上

　 外構舗装 　 ア ス フ ァ ルト 、 砕石敷き

車庫

１ 階

１ 階

１ 階

60

便所

洗面所

土間コ ン ク リ ート

２ 階

待機室

高さ

階

室　 　 　 　 　 名

床　 　 下　 　 地

床　 　 仕　 　 上

幅木仕上

壁　 　 下　 　 地

壁　 　 仕　 　 上

天　 井　 下　 地

天　 井　 仕　 上

天　 井　 高　 さ

備　 　 　 　 　 考

高さ

階

室　 　 　 　 　 名

床　 　 下　 　 地

床　 　 仕　 　 上

幅木仕上

壁　 　 下　 　 地

壁　 　 仕　 　 上

天　 井　 下　 地

天　 井　 仕　 上

天　 井　 高　 さ

備　 　 　 　 　 考

高さ

階

室　 　 　 　 　 名

床　 　 下　 　 地

床　 　 仕　 　 上

幅木仕上

壁　 　 下　 　 地

壁　 　 仕　 　 上

天　 井　 下　 地

天　 井　 仕　 上

天　 井　 高　 さ

備　 　 　 　 　 考

高さ

階

室　 　 　 　 　 名

床　 　 下　 　 地

床　 　 仕　 　 上

幅木仕上

壁　 　 下　 　 地

壁　 　 仕　 　 上

天　 井　 下　 地

天　 井　 仕　 上

天　 井　 高　 さ

備　 　 　 　 　 考

高さ

階

室　 　 　 　 　 名

床　 　 下　 　 地

床　 　 仕　 　 上

幅木仕上

壁　 　 下　 　 地

壁　 　 仕　 　 上

天　 井　 下　 地

天　 井　 仕　 上

天　 井　 高　 さ

備　 　 　 　 　 考

高さ

階

室　 　 　 　 　 名

床　 　 下　 　 地

床　 　 仕　 　 上

幅木仕上

壁　 　 下　 　 地

壁　 　 仕　 　 上

天　 井　 下　 地

天　 井　 仕　 上

天　 井　 高　 さ

備　 　 　 　 　 考

ビ ニ ル幅木

ビ ニ ルク ロ ス

ビ ニ ルク ロ ス

ビ ニ ルク ロ ス

化粧石こ う ボ ード t 9. 5

化粧石こ う ボ ード t 9. 5

化粧石こ う ボ ード t 9. 5

土間コ ン ク リ ート

土間コ ン ク リ ート

　 折板t 0. 5　 断熱材t 4裏貼り 　 山高H88　 鼻隠し ： 塩ビ 鋼板t 0. 4

　 庇・ 軒裏

　 パネ ル式　 外部： 鉄板サイ ディ ン グ t 0. 27　 内部： ラ ワ ン 合板t 2. 5

　 ア ルミ サッ シ ( 一部面格子付)

　 軒樋： 塩ビ 製120角　 堅樋： 塩ビ 製75φ

モ ルタ ル 100

LGS

ケ イ カ ル板t 6

EP

2F床梁及びデッ キ プレ ート 表し

鉄骨露出部SOP塗

棚、 消防着掛フ ッ ク

梁下有効3, 000

（ 打放し 仕上）

LGS

石こ う ボ ード t 9. 5

LGS

手洗い器　 1箇所

（ 打放し 仕上）

（ 打放し 仕上）

モ ルタ ル 100

石こ う ボ ード t 9. 5

LGS

LGS

大小兼用便器1箇所

１ 階

土間コ ン ク リ ート

高さ

階

室　 　 　 　 　 名

床　 　 下　 　 地

床　 　 仕　 　 上

幅木仕上

壁　 　 下　 　 地

壁　 　 仕　 　 上

天　 井　 下　 地

天　 井　 仕　 上

天　 井　 高　 さ

備　 　 　 　 　 考

ビ ニ ルク ロ ス

化粧石こ う ボ ード t 9. 5

石こ う ボ ード t 9. 5

LGS

LGS

玄関・ 物入

CFシ ート 貼t 2. 0

ビ ニ ル幅木 60

耐水ベニ ヤt 9

コ ン パネ t 12

CFシ ート 貼t 2. 0

ビ ニ ル幅木 60

LGS

石こ う ボ ード t 9. 5

LGS

2, 314

2, 420

2, 420

玄関： 2, 800　 物入： 2, 400

ブ ラ イ ン ド ボ ッ ク ス 4箇所

棚

高さ

階

室　 　 　 　 　 名

床　 　 下　 　 地

床　 　 仕　 　 上

幅木仕上

壁　 　 下　 　 地

壁　 　 仕　 　 上

天　 井　 下　 地

天　 井　 仕　 上

天　 井　 高　 さ

備　 　 　 　 　 考

２ 階

ビ ニ ルク ロ ス

化粧石こ う ボ ード t 9. 5

耐水ベニ ヤt 9

コ ン パネ t 12

CFシ ート 貼t 2. 0

ビ ニ ル幅木 60

LGS

石こ う ボ ード t 9. 5

LGS

2, 314

物入

２ 階

ビ ニ ルク ロ ス

化粧石こ う ボ ード t 9. 5

耐水ベニ ヤt 9

コ ン パネ t 12

CFシ ート 貼t 2. 0

ビ ニ ル幅木 60

LGS

LGS

2, 314

物入

石こ う ボ ード t 12. 5

流し 台・ ガス 台・ 換気扇

ビ ニ ルク ロ ス

化粧石こ う ボ ード t 9. 5

CFシ ート 貼t 2. 0

ビ ニ ル幅木 60

LGS

石こ う ボ ード t 9. 5

LGS

共通

階段室

2階 耐水ベニ ヤ t 9＋コ ン パネ t 12

1階 土間コ ン ク リ ート

※本図は参考図と し 、 現場実測を 正と する

※特記無き 限り 、 全て 撤去

０ １

※特記無き 限り 、 全て 撤去

０ ２

※特記無き 限り 、 全て 撤去

※ ★ はア ス ベス ト 含有建材（ レ ベル３ ）

　 【 解体】 車庫　 外部仕上表

　 【 解体】 車庫　 内部仕上表

※( 床) デッ キ プ レ ート 下地： DP H50 t 1. 2＋ス イ タ ロ フ ォ ーム t 20＋コ ン パ ネ t 12＋ベニ ヤ t 9

０ ３

０ ５

※特記無き 限り 、 全て 撤去

※本図は参考図と し 、 現場実測を 正と する

　 【 解体】 配置図

　 【 解体】 1階平面詳細図

解体建物概要

39. 83

40. 65

合計

■車庫

床面積

２ 階

１ 階

㎡

㎡

㎡

軽量鉄骨造／２ 階建て

73. 02

　 【 解体】 ２ 階平面詳細図

※特記無き 限り 、 全て 撤去

※本図は 参考図と し 、 現場実測を 正と する

※特記無き 限り 、 全て 撤去

※本図は参考図と し 、 現場実測を 正と する

　 【 解体】 屋根伏図

A3: 1/200 ０ ４

※特記無き 限り 、 全て 撤去

※本図は参考図と し 、 現場実測を 正と する

　 【 解体】 消火ホ ース 乾燥柱

A3: 1/200

【 解体】 仕上表、 配置図・ 平面詳細図・ 屋根伏図

A3: 1/200

A3: 1/200 A3: 1/200０ ６ ０ ７

 1/200　 ・ 　 NS

★

★( 接着剤)

★( 接着剤)

Ｋ ０ １



件　 　 名

図面名称

縮　 　 尺
Ｄ Ａ Ｔ ＥＳ Ｉ Ｇ ＮＦ Ｉ Ｌ Ｅ

新座市消防団第二分団車庫建替工事

０ １ 　 【 解体】 立面図 A3: 1/100A3: 1/100 ０ ２ 　 【 解体】 断面図

【 解体】 立面図、 断面図

※特記無き 限り 、 全て 撤去

※本図は 参考図と し 、 現場実測を 正と する

※特記無き 限り 、 全て 撤去

※本図は参考図と し 、 現場実測を 正と する

1/100

Ｋ ０ ２



件　 　 名

図面名称

縮　 　 尺
Ｄ Ａ Ｔ ＥＳ Ｉ Ｇ ＮＦ Ｉ Ｌ Ｅ

新座市消防団第二分団車庫建替工事

０ １ ０ ２　 【 解体】 矩計図

【 解体】 矩計図・ 雑詳細図

※特記無き 限り 、 全て 撤去

※本図は参考図と し 、 現場実測を 正と する

A3: 1/40

1/40　 　

　 【 撤去】 バリ カ ー詳細図
A3: 1/40

A1: 1/20
　 【 撤去】 掲示板詳細図

A1: 1/40

A3: 1/80

　 【 撤去】 ネ ッ ト フ ェ ン ス 詳細図
A1: 1/40

A3: 1/80

1
5

爪付胴縁 R付L40x40x3 主柱（ VAB）

鉄線 φ4

180

4
5
0

主柱（ VAB）

爪付胴縁 R付L40x40x3

端柱 L50x50x6

（ 再生PET樹脂被覆鉄線）
φ3. 2x50mm目

菱形金網

1200 1200

2
5
53
0

4
9
0

4
9
0

4
9
0

1
4
7
0

1
5
0
0

1
7
7
0

菱形金網
φ3. 2x50mm目

（ 再生PET樹脂被覆鉄線）

2000

爪付胴縁 R付L40x40x3端柱 L50x50x6

鉄線 φ4
爪付胴縁 R付L40x40x3

主柱（ VA）

2000

4
3
5

4
3
5

8
7
0

9
0
0

1
1
2
0

3
0

2
0
5

主柱（ VA）

1
5

ネ ッ ト フ ェ ン ス ( A)

120

ネ ッ ト フ ェ ン ス ( B)

180

400

横 パ イ プ 　 SUS304 φ 34× ｔ 2. 0

パ イ プ 　 SUS304 φ 60. 5× ｔ 3. 0
( 脱 着 式 )

R150

700

3
8
0

6
5
0

2
5
0

5
0

砕 石 ｔ 300

250

捨 て コ ン ｔ 50

コ ン ク リ ー ト 基 礎
300×300× H400

砕 石 ｔ 60

1100

8
0
0

1
7
0
0

9
0
0

０ ３

０ ４

Ｋ ０ ３

※撤去は参考図と する ※撤去は参考図と する

※撤去は参考図と する



縮　 　 尺

件　 　 名

図面名称

Ｄ Ａ Ｔ ＥＳ Ｉ Ｇ ＮＦ Ｉ Ｌ Ｅ

新座市消防団第二分団車庫建替工事

０ １ 　 【 解体】 基礎伏図

【 解体】 基礎伏図・ 基礎断面図

A3: 1/100 ０ ２ 　 【 解体】 基礎断面図 A3: 1/30

※特記無き 限り 、 全て 撤去

※本図は、 「 参考構造体図」 と し 、 部材数量は面積案分に て 算出する こ と 。

※本図は、 「 参考構造体図」 と し 、 部材数量は面積案分にて 算出する こ と 。

※特記無き 限り 、 全て 撤去

1/100

Ｋ ０ ４



件　 　 名

図面名称

縮　 　 尺
Ｄ Ａ Ｔ ＥＳ Ｉ Ｇ ＮＦ Ｉ Ｌ Ｅ

新座市消防団第二分団車庫建替工事

【 解体】 梁伏図

※特記無き 限り 、 全て 撤去

※本図は「 参考構造体図」 と し 、 部材数量は面積案分に て 算出する こ と

1/100

Ｋ ０ ５



件　 　 名

図面名称

縮　 　 尺
Ｄ Ａ Ｔ ＥＳ Ｉ Ｇ ＮＦ Ｉ Ｌ Ｅ

新座市消防団第二分団車庫建替工事

【 解体】 軸組図１

※特記無き 限り 、 全て 撤去

※本図は「 参考構造体図」 と し 、 部材数量は面積案分に て 算出する こ と

1/100

Ｋ ０ ６



件　 　 名

図面名称

縮　 　 尺
Ｄ Ａ Ｔ ＥＳ Ｉ Ｇ ＮＦ Ｉ Ｌ Ｅ

新座市消防団第二分団車庫建替工事

※特記無き 限り 、 全て 撤去

※本図は「 参考構造体図」 と し 、 部材数量は面積案分に て 算出する こ と

【 解体】 軸組図２

1/100

Ｋ ０ ７



件　 　 名

図面名称

縮　 　 尺
Ｄ Ａ Ｔ ＥＳ Ｉ Ｇ ＮＦ Ｉ Ｌ Ｅ

新座市消防団第二分団車庫建替工事

【 解体】 鉄骨部材断面リ ス ト

※特記無き 限り 、 全て 撤去

※本図は 「 参考構造体図」 と し 、 部材数量は面積案分に て 算出する こ と

1/30

Ｋ ０ ８



縮　 　 尺

件　 　 名

図面名称

Ｄ Ａ Ｔ ＥＳ Ｉ Ｇ ＮＦ Ｉ Ｌ Ｅ

新座市消防団第二分団車庫建替工事

０ １ 　 【 解体】 給排水衛生設備　 配置図

※本図は「 参考構造体図」 と し 、 部材数量は面積案分に て 算出する こ と

【 解体】 給排水衛生設備 配置図、 浸透ト レ ンチ管構造図

A3: 1/100

※特記無き 限り 、 全て 撤去

※本図は「 参考構造体図」 と し 、 部材数量は面積案分に て 算出する こ と

A3: 1/50０ ２ 　 【 解体】 浸透ト レ ン チ管　 構造図

1/100　 　 1/50

Ｋ ０ ９

※残置

※残置

※残置
※残置

※特記無き 限り 、 敷地内の も の は全て 撤去

※市に返却


